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東金市こども家庭センターについて 

 

１．設立背景と目的 

少子化や核家族化が進み、子育て世帯を取り巻く環境が大きく変化する中、児

童虐待の増加など、深刻な問題も顕在化しています。このような状況に対応する

ため、従来の支援体制を見直し、より包括的なサポート体制を構築することが求

められてきました。 

こうした社会的要請に応え、令和６年施行の改正児童福祉法に基づき、令和 

９年 4月 1日に「東金市こども家庭センター」（以下こども家庭センター）を

東金市保健福祉センター（ふれあいセンター）内に設置します。妊娠期から子育

て期にわたる切れ目のない支援を行うとともに、支援を必要とするこどもや妊産

婦、子育て世帯に対して、地域資源と連携しながら、包括的に支援することを目

的としています。 

 

２．従来の支援センターとの違い 

現在本市では、「子育て世代包括支援センター」を設置しており、母子保健を

担当する健康増進課と、児童福祉を担当する子育て支援課が連携し、妊娠期から

子育て期まで切れ目のない支援に取り組んでいます。 

本市では、これら二つの機能を一つの部署に集約し、一体的な支援を行うため

の新たな拠点として、こども家庭センターを設置します。これにより、母子保健

と児童福祉の両面から、より包括的で継続的な支援が可能になります。例えば、

妊娠期の健康相談から始まり、出産・子育てに関する相談、さらにはこどもの福

祉に関する相談まで、一貫したサポートを受けられるようになります。 
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３．包括的な支援体制の構築 

こども家庭センターの母子保健部門では、主に予防的な観点から、母子健康手

帳の交付や乳児家庭全戸訪問、各種相談・健診等を通じ、全ての妊産婦・乳幼児

の状況を継続的・包括的に把握しながら（ポピュレーションアプローチ）、必要

に応じてサポートプランを作成して支援を行います。 

また、こども家庭センターの児童福祉部門では、子育てに関する相談に幅広く

応じるとともに、母子保健部門をはじめとする関係機関等からの情報提供や、相

談・通報等により把握した子育てに困難を抱える家庭に対し、必要に応じてサポ

ートプランを作成して支援を行います（ハイリスクアプローチ）。 

この二つを両輪として、切れ目なく、漏れなく対応できる体制を構築していき

ます。 

また、包括的な支援体制の構築には、行政だけでなく、民間団体等による多様

な支援（地域資源）が必要となることから、市内や近隣の社会福祉法人・NPO

法人などとの連携を図ります。 

 

４．期待される役割 

こども家庭センターには、子育て世帯を包括的に支援する中核的な存在として

の役割が期待されています。 

特に、児童虐待など深刻化する社会問題に対する予防的な取組の強化が求めら

れます。早期発見・早期対応の体制を整えるとともに、支援を必要とする家庭が

ためらうことなく相談できる雰囲気づくりも重要です。こども家庭センターが市

民にとって親しみやすい存在となり、全てのこどもたちが健やかに成長できる社

会の実現に貢献することを目指します。 

 

 


